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序　　　　　文

パラグァイ共和国は 1995 年に発足した南米共同市場（メルコスール）に加盟し、域内の貿易自

由化への対応が急務となっています。すなわち、品質・生産性の向上に加えて国際的に認められ

た製品の製造及び検査技術が求められています。そのため、パラグァイ共和国内の企業の技術力

の向上とともに、国際的にも整合性のとれた国内製品の品質検査及び認証制度の体制整備が求め

られています。

現在、パラグァイ共和国において品質検査及び認証制度を所管している国立技術標準院（INTN）

では、そのための体制整備を進めています。しかし、設備・機材の老朽化、人材及び技術の不足

により期待どおりには進んでおらず、他のメルコスール加盟国に比べて、著しく遅れをとってい

るのが現状です。

パラグァイ共和国政府はこの現状を早急に改善するために、INTN の度量衡部門のなかから特に

重要と思われる質量分野の検査体制及び認証制度の強化を目的として、1995 年 11 月に我が国に

プロジェクト方式技術協力を要請してきました。

これを受けて、当事業団では 1997 年 1 月に基礎調査、1998 年 4 月に事前調査を実施しました。

さらに、1999 年 3 月、同年 7 月に第 1 次及び第 2 次短期調査団、同年 12 月に実施協議調査団を派

遣し、討議議事録（R/D）の署名・交換を行いました。これにより、2000 年 6 月 1 日から 3 年間の

技術協力を開始しました。

本プロジェクトは、質量標準の校正と検定及び検査技術の移転をカウンターパートへ実施して

います。その一環として、広報活動を積極的に行い、パラグァイ共和国内のはかりを利用する事

業者に、はかりの正確さを保つうえでの校正の重要性を啓発しています。

現在、プロジェクト開始後約 1 年 9 か月を経過したところですが、このたび、本調査団は中間

評価（モニタリング）として、技術移転の進捗状況、実施機関（INTN）の組織、人員体制、予算な

どの現状及びこれまでの日本・パラグァイ共和国側の双方の投入実績を確認しました。さらに、こ

の中間評価の結果を踏まえて、プロジェクト終了時までの技術協力計画について協議し、計画管

理諸表を見直すとともに今後の投入計画を検討するため、必要な申し入れ・提言を行い、結果を

ミニッツに取りまとめ、署名・交換しました。

本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに本調査団の派遣に関し、ご

協力頂いた日本及びパラグァイ共和国両国の関係各位に対し、厚く感謝申し上げるとともに、プ

ロジェクト終了へ向けてのご支援をお願い致します。

　2002 年3 月

国 際 協力事業団　　
鉱工業開発協力部

部長　中島　行男
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第 1 章　運営指導（中間評価）調査団の派遣

１－１　要請の背景

（1）パラグァイ共和国（以下、「パラグァイ」と記す）では 1995 年に発足した南米共同市場（メ

ルコスール）加盟に伴い、域内の貿易自由化への対応が急務となっており、品質・生産性の

向上に加えて国際的に認められた製品の製造及び検査技術が求められている。そのため、パ

ラグァイ国内の企業の技術力の向上とともに、国際的にも整合性のとれた国内製品の品質検

査及び認証制度の体制整備が急務となっている。

（2）現在、パラグァイにおいて品質検査及び認証制度を所管している国立技術標準院（INTN）で

は、そのための体制整備を進めている。しかし、設備・機材の老朽化、人材及び技術の不足

により期待どおりには進んでおらず、他のメルコスール加盟国に比べて、著しく遅れをとっ

ている。

（3）以上のことから、パラグァイ政府はこの現状を早急に改善するために、INTN の加工食品（乳

製品等）、住宅資材、度量衡部門のなかで基本分野である質量・長さ・体積のうち、質量分野

の検査体制及び認証制度の強化を目的として、1995 年 11 月に我が国にプロジェクト方式技

術協力を要請してきた。

（4）これを受けて、JICA では 1997 年 1 月に基礎調査、1998 年 4 月に事前調査を実施した。さ

らに、1999 年 3 月、同年 7 月に第 1 次及び第 2 次短期調査団を派遣し、同年 12 月には実施協

議調査団を派遣し、討議議事録（R/D）の署名・交換を行った。これにより、2000 年 6 月 1 日

から 3 年間の協力を開始した。また、2001 年 5 月に運営指導調査団を派遣し、技術移転の進

捗状況を確認し、プロジェクトの運営体制に対する助言・改善提案等を行った。

（5）プロジェクト開始後 1 年 9 か月が経過し、2002 年 1 月現在、長期専門家を 4 名、短期専門

家を 3 名派遣した。また、カウンターパート研修員を延べ 6 名受け入れ、機材については約

2 億 5 千万円分を供与した。

（6）今次調査は、本プロジェクトの中間評価と位置づけ、技術移転の進捗状況、実施機関（INTN）

の組織、人員体制、予算などの現状及びこれまでの日本・パラグァイ側の双方の投入実績を

確認した。さらに、この中間評価の結果を踏まえ、プロジェクト終了時までの技術協力計画

について協議し、計画管理諸表を見直すとともに今後の投入計画を検討するための必要な申

し入れ・提言を行った。この協議結果を基に、残り協力期間でプロジェクト目標の達成及び

パラグァイ側の自立発展性を高めることを視野に入れた技術協力計画を立案するべく協議を

行い、それら結果をミニッツに取りまとめ、署名・交換した。
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１－２　主要調査項目

（1）中間評価（モニタリング）の実施

1）計画管理諸表の確認・見直し

2）モニタリング・評価体制の確認

3）実績表の整理

4）投入実績の確認

（2）プロジェクトの進捗状況の確認

（3）今後の投入計画の策定

（4）プロジェクト運営上の特記事項及び今後の課題

１－３　調査団構成

�

氏　　名�

瀧沢　浩一�

根田　和朗�

山田　敏夫�

尾崎菜津子�

担当業務�

団長・総括�

法 定 計 量�

検 定 技 術�

協 力 企 画�

所　　　　　属�

国際協力事業団　鉱工業開発協力部�
鉱工業開発協力第一課　課長代理�

独立行政法人　産業技術総合研究所�
法定計量技術科　科長�

東京都計量検定所�
指導課　課長補佐�

国際協力事業団　鉱工業開発協力部�
鉱工業開発協力第一課　職員�

�

�

�
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１－４　調査日程

月日日順 曜日

3月 5日1 火

3月 6日2 水

日　　　　程

団長・総括

成田発（JL062)
ロサンゼルス着
ロサンゼルス発（RG8839）

  6:10
10:10
11:10

17:25
  9:50
13:30

14:00
15:30
16:00

3月7日3 木

  8:30
10:00

13:30

午後

サンパウロ着
サンパウロ発（RG8902）
アスンシオン着

JICAパラグァイ事務所打合せ
企画庁（STP）表敬
長期専門家及び JICAパラグァイ事務所との対処方針確認等（JICA事務所会議室）

商工省表敬 :商工省次官、 INTN院長・平井職員同席
キックオフミーティング（C/P紹介、協議・調査日程及び内容の確認）(INTN）
プロジェクト・サイト視察、プロジェクト関連施設の設備管理状況の確認
（金子書記官 INTN合流／視察のみ参加）

INTN主催昼食会（Hotel Excelsior; Salon Arai）

INTNとの協議 1（INTNの現状及びプロジｪクト実
施体制の確認）
INTNとの協議 2（技術移転進捗状況、パラグァ
イ・日本側双方の投入実績の確認）

適宜 C/Pへのインタビュー
専門家へのインタビュー

INTNとの協議 6（APO、ATCPの確認）
INTNとの協議 7（終了時評価へ向けての変更事項
の確認及び提言）
INTNとのミニッツ案最終確認

 

適宜
C/Pへのインタビュー
専門家へのインタビュー

INTNとの協議 3（モニタリング・評価体制、PDM
の見直し）
INTNとの協議 4（PO、TCP、TSIの確認・見直
し）
INTNとの協議 5（今後の技術移転計画の見直し）
Puerto de Gical及び Capeco視察

適宜
C/Pへのインタビュー
専門家へのインタビュー
 

3月8日4 金 終日

3月 9日5 土
午前

3月10日6 日

3月11日7 月 終日

3月12日8 火

3月13日9 水

  8:00
10:00
11:00

13:30

16:00
17:30

ミニッツ署名準備
中間評価ミニッツ署名・交換
合同調整員会（メンバーとの意見交換）

調査団主催昼食会（シャングリラ）

JICAパラグァイ事務所
打合せ

  8:00
  9:30
11:00

3月14日10 木

16:55
19:50
21:50

3月15日11 金

                                                                      

5:15

16:05

INTN挨拶（INTN）
JICAパラグァイ事務所への報告
在パラグァイ日本大使館報告（大使及び金子書記官）

アスンシオン発（RG8903）
サンパウロ着
サンパウロ発（UA884）

シカゴ着
シカゴ発（JL009）
成田着

午後

INTNとの協議

ミニッツ案作成

団内打合せ、ミニッツ案作成

協力企画 法定計量・検定技術
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第 2 章　調査概要

2000 年 6 月の協力開始後 1 年 9 か月が経過した時点でのプロジェクトの進捗状況について、評

価 5 項目に基づく中間評価を実施した。専門家によって作成されたモニタリング用の評価シート

を利用してカウンターパートへの技術移転状況を確認したほか、現時点でプロジェクトが抱える

問題点を確認し、必要に応じて技術移転計画の改定を行った。

２－１　中間評価の実施

技術移転の確認と見直し

検定・検査分野の技術移転は、一通りの技術移転を 2002 年の 5 月までには終了し、プロジェク

ト終了に向けて OJT による技術の実践を中心に技術の確立を行っていくことが確認された。

しかし、2001 年度に実施した日本での研修に参加した校正分野のカウンターパート 2 名のうち

1 名が異動し、もう 1 名が調査直前の 2002 年 2 月中旬に辞職したことにより、校正分野の技術移

転がほぼ振り出しに戻るという結果になった。その後、異動した 1 名はプロジェクトに復帰した

が、辞職した 1 名を補てんする形で新たなカウンターパートが配置されたため、基礎から技術移

転を行う必要性が出てきた。このため、これまで利用してきた評価シートを見直し、ミニッツに

改訂版を添付した。

また、本調査において、技術団員の根田氏、山田氏とともに専門家チームが校正分野の技術移

転計画を大幅に見直し、改訂版の技術協力計画（TCP）、年次技術協力計画（ATCP）、暫定実施計

画（TSI）、年次暫定実施計画（ATSI）、活動計画（PO）、年次活動計画（APO）をミニッツに添付

した。

２－２　今後の活動計画（2002 年度実行計画）

カウンターパートの辞職など、プロジェクトの事情を勘案したうえでパラグァイ側と 2002 年度

実行計画について協議し理解を得たため、以下のとおりに変更した。

（1）専門家派遣

1）長期専門家

チーフアドバイザー：2003 年 6 月 4 日まで延長

質 量 標 準：2003 年 6 月 4 日まで延長

検定・検査：後任派遣、2002 年 5 月中旬から 2003 年 6 月 4 日まで

業 務 調 整：後任派遣、2002 年 5 月中旬から 2002 年 6 月 4 日まで

2）短期専門家

国際勧告（OIML R76-1）：2002 年 10 月から 1 か月半派遣予定



─ 5 ─

（2）カウンターパート研修

2002 年度の受入れは予定していないが、技術移転の進捗状況により 1 名あるいは 2 名の受

入れの可能性を検討することとした。

（3） 機材供与

2002 年度の機材供与は実施しない。

２－３　評価 5 項目に基づく中間評価の実施（ミニッツ Annex 21 参照）

パラグァイの政策、専門家、カウンターパートのインタビュー、投入実績及びカウンターパー

トへの技術移転状況の評価シート等を分析し、プロジェクトはおおむね当初の予定どおり技術移

転が進んでいることを確認した。パラグァイ政府は経済社会戦略計画において、国家品質制度の

設立、国家認定機関の強化、国家品質制度の制定を提言しており、質量標準の必要性を強く認識

している。また、農産物輸出の強化のために、質量標準の整備が求められているため、プロジェ

クトの実施妥当性は非常に高い。しかし、質量標準分野のカウンターパートの辞職により技術移

転を見直す必要性があることから、有効性、効率性については評価が低い。プロジェクト終了ま

での短期間で、どこまで技術移転の遅れを取り戻せるかがプロジェクト成功のカギといえる。一

方、心配されたローカルコスト負担については、INTN の自助努力による予算確保の見通しは明る

く、自立発展性は高いといえる。

２－４　プロジェクト運営上の課題

ローカルコスト負担

プロジェクトの終了に向けて自立発展性を図るためにも、INTN の予算確保が問題となっていた。

パラグァイ政府の財政状況は非常に厳しく政府予算の増加は期待できないが、INTN は検定・検査

を行う際の手数料収入による自己収入の増加を見込んでいる。検定・検査分野の技術移転の進捗

状況は順調であるため、積極的に活動を拡大することで順調に自己収入を増加できる見込みであ

る。なお、活動の急激な拡大によって技術移転を遅延させる可能性があるという懸念が、専門家

より示された。この点について、専門家と十分に協議を行いながら検定・検査業務を行うことに

パラグァイ側も同意した。
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第 3 章　調査・協議事項

対処方針

1 中間評価（モニタ
リング）の実施
(1)中間評価（モニタ
リング）の目的と
主旨の理解

(2)既存の計画管理
表の確認・見直し

ア PDM

イ 技術協力計画
(TCP)及び活動
計画(PO)

ウ 年次活動計画
(APO)

エ 年次技術協力
計画(ATCP)

調査・協議結果現状及び問題点調査項目

・左記、中間評価（モニタリン
グ）の目的について理解を得
る。

・終了時評価の際に最終的に評
価を行う視点である評価5項
目について再度説明し、理解
を得る。

・以下の計画管理表を基に中間
評価（モニタリング）を行っ
ていくことを確認する。

・プロジェクト目標達成に向け
た個々の活動及び成果の相関
関係を再確認し、必要に応じ
て見直しを行い、ミニッツに
添付する。
・各指標がプロジェクト目標及
び成果が達成された状態を表
すうえで妥当かどうかを確認
する。また、各指標の収集手
段を明確化したうえで必要に
応じ見直しを行い、ミニッツ
に添付する。

・これまでの技術移転進捗状況
及び後半期の協力体制につい
ての協議結果を踏まえ、要す
れば見直しを行う。

・現時点までの実績を確認する
とともに、残りの期間につい
て要すれば見直しを行う。
・2002 年度APO 案を協議策定
し、ミニッツに添付する。

・2002 年度ATCP 案を協議し、
ミニッツに添付する。

・左記について説明し、パラ
グァイ側の理解を得た。

・左記について再度説明を行
い、終了時評価を2003 年2 月
に行う予定であることを確認
し、ミニッツに記載した。

・左記について確認した。各管
理諸表の添付状況は以下のと
おり。

・PDMを修正し、パラグァイ側
と合意し、ミニッツに添付し
た。

・TCP 及びPOを修正し、ミニッ
ツに添付した。

・プロジェクト終了までのAPO
を作成し、ミニッツに添付し
た。

・プロジェクト終了までの
ATCP を作成し、ミニッツに
添付した。

・３年間の協力開始後、1年半
あまりが経過したことから以
下を目的として中間評価（モ
ニタリング）を実施する必要
がある。
1）これまでのプロジェクト活
動の進捗状況と成果を的確に
把握する。
2）本プロジェクトのモニタリ
ング体制を確定し、終了時評
価に耐え得る評価基準及び項
目を策定する。
3）プロジェクト目標の達成に
向けて今後どのような活動、
投入が必要なのかを見極め、
後半期の活動計画を策定す
る。

・1999 年 12 月の実施協議調査
時に策定され、プロジェクト
の進捗管理に用いられてい
る。

・2001 年 6 月の第２回合同調
整委員会において、改訂版が
承認されている。

・これまでに 2000 年度及び
2001 年度 APO が策定され、
2002 年度についてもプロ
ジェクトによってAPO 案が
作成されている。

・これまでに 2000 年度及び
2001 年度ATCP が策定されて
いる。2002 年度についてもプ
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対処方針

オ 暫定実施計画
(TSI)

カ 進捗管理に用い
るその他のフォー
マット

(3)モニタリング・評
価計画書

(4)実績表の整理

調査／協議結果現状及び問題点

・現時点までの実績を確認する
とともに必要に応じ見直しを
行う。

・左記の導入状況を確認し、未
活用フォーマットの導入を図る。

1）実施機関（INTN）の予算及び
ローカルコスト負担実績に加
え計画表も準備する。

・法規制の現状についても確認
を行う。

・モニタリング・評価の実施体
制及びスケジュールを確認
し、最終版を確定する。併せ
て、モニタリング調書の作
成・導入を依頼する。

・左記諸表を確認し、ミニッツ
に添付する。

・プロジェクト終了までのTSI
を作成し、ミニッツに添付し
た。

・左記のデータを中間評価の指
標として利用し、ミニッツに
添付した。
・ローカルコスト負担の計画表
も、ミニッツに添付した。

・モニタリング・評価計画書を
作成し、ミニッツに添付し
た。プロジェクトで既に利用
している評価シートを適宜改
訂し、モニタリングに利用す
ることを確認した。また、評
価シートをミニッツに添付した。
・左記諸表をミニッツに添付し
た。

調査項目

ロジェクトよりATCP 案が作
成されている。

・2001 年6 月の第2 回合同調整
委員会で、改訂版が承認され
ている。

・現在までに以下のフォーマッ
トがプロジェクトにより作成
済みないし準備中である。
1 プロジェクトの実施体制の現
状
  1）国家政策・方針との整合
性

  2）実施機関（INTN）の予算
  3）実施機関の組織・人員
  4）実施機関の業務内容
  5）合同調整委員会とミーティ
ングの実績

  6）機材維持管理台帳
  7）機材操作・管理マニュアル
  8）スペアパーツの調達方法
  9）スペアパーツの保管方法
10）指導用マニュアル及び教材
11）検定・検査サービス実績
12）所内校正及び標準分銅の
校正記録

13）セミナー及びパンフレット
作成数及び配布数

2 モニタリング・評価結果
1）C/P の技術力モニタリン
グ・評価シート

3 プロジェクトの後半期の活動
計画
4 ローカルコスト負担
5 他の援助プロジェクトとの連携
6 法体制の整備
7 広報

・現在プロジェクトにおいて左
記ドラフトが準備中である。

・現在プロジェクトにおいて以
下の表が準備中である。
1）専門家派遣実績表
2）研修員受入れ実績表
3）機材供与実績表
4）ローカルコスト支出実績表
5）調査団派遣実績表
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対処方針

2 プロジェクトの進
捗状況

（1）TSI の進捗状況
ア 日本側
(ア)専門家派遣
a 長期

b 短期

(イ)研修員受入れ

調査／協議結果現状及び問題点

・これまでの実績は次のとおり。

・チーフアドバイザー
青木　信也(2000/6/5-2002/6/4)
・業務調整員
石濱由実子(2000/6/5-2002/6/4)
・検定・検査
石井　正国(2000/6/5-2002/6/4)
・質量標準
矢野　省三(2000/9/7-2002/6/4)

（2001 年度実績）
・開所式セミナー講師
小此鬼正則(2001/5/5-2001/5/12)
・開所式セミナー講師
上山　辰美(2001/5/5-2001/5/12)
・分銅検査における不確かさ
内川恵三郎(2001/7/25-2001/9/2)

（1999 年度実績）
・Project Management
Vic to r  Manue l  Gonza lez
Gonzalez
(1999/3/20-1999/3/30)
・Project Management
Dionisia Zully Milessi  de
Orrego
(1999/3/20-1999/3/30)

（2000 年度実績）
・Calibration, Verification and
Inspection
Miguel Angel Garcia Diaz
Perez
(2000/1/17-2000/3/17)
・Calibration, Verification and
Inspection
Shigeru Yano Ykeda
(2000/1/17-2000/3/17)

（2001 年度実績）
・Calibration, Verification and
Inspection
Arnaldo Benito Florencio
Etcheverry
(2001/9/25-2001/12/4)
・Calibration, Verification and
Inspection
Silvio Zarza Correa
(2001/9/25-2001/12/4)

・実績を確認し、結果をミニッ
ツに添付する。

・実績を確認し、ミニッツに添
付する。

・実績を確認し、ミニッツに添
付する。

・左記を確認し、さらにその後
の他C/P への技術移転状況に
ついて聴取する。
・実績を確認し、ミニッツに添
付する。
・C/P が既に辞めているため、定
着のための対策について確
認。

・左記について確認し、ミニッ
ツに添付した。

・左記を確認し、ミニッツに添
付した。

・研修員受入れの実績について
確認し、ミニッツに添付し
た。
・校正分野の技術移転が遅れて
いるため、平成14 年度の研修
員受入れは行わない。ただ
し、技術移転の状況を見て、1
～2 名を受け入れるようパラ
グァイ側から要請があり、そ
の旨ミニッツに記載した。
・C/P が辞職したため、異動し
た Florencio がプロジェクト
へ復帰した。

・左記を確認し、ミニッツに添

調査項目
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対処方針

(ウ)機材供与

(エ)現地業務費

イ パラグァイ側
(ア)組織

(イ)人員配置

(ウ)予算

(エ)施設・設備

(2)技術協力計画の
進捗状況
ア 各技術移転分野
におけるC/P の
技術レベル向上
度評価

調査／協議結果現状及び問題点

・1999年度実績：米ドル
 1,847,174

・2000年度実績：米ドル 11,450

・2001年度計画・実績：203 万円
・フォークリフトの供与を実施
すべく、手続きを行ってい
る。

・2000 年度実績：
・2001 年度実績：

・実施協議調査時にINTN 組織
図及び予算表が作成されてい
る。

・実施協議調査時に確認された
C/Pの配置状況は以下のとおり。
Project Director 1 名
Project Manager 1 名
Project Coordinator　 1 名
Technical Coordinator 1 名
Technical C/P 4 名
Technical C/P 内訳：
Establishment of
Traceability System 2 名
Verification and Inspection

2 名
うち1 名ずつは補欠人員
（Reserve）

・厳しい財政状況のなか、プロ
ジェクトに必要な予算は、
INTN側で確保するよう努力
している。

・建屋改修
・ラボ建設

・日本人専門家チームによりC/
P の技術力モニタリング評価
シートが取りまとめられてい
る。

・左記を確認し、ミニッツに記
載する。
- 円建てを確認。
・機材管理台帳に基づいた機材
の維持管理がなされているか
確認する。
・稼働状況、メンテナンス状況
について確認する。
・左記計画について、パラグァ
イ側と確認し、要すればミ
ニッツに記載する。

・現地業務費の執行管理状況を
帳簿等により確認する。

・左記について改訂版を取り付
け、ミニッツに添付する。

・C/P 配置の現状及び計画につ
いて確認し、ミニッツに添付
する。

・左記実績及び計画について確
認し、ミニッツに添付する。

・左記内容、予算を確認し、要
すればミニッツに添付する。

・左記のフォーマットの適用、
技術レベルの現状及び目標レ
ベル設定につき、パラグァイ
側と協議し、結果をミニッツ

付した。なお、円建てはこれ
までの合計が、約2億5 千万
円である。
（2003 年 3 月のレート：
1米ドル=135 円）

・左記を確認し、ミニッツに記
載した。なお、3月末の時点で
契約を行ったが、為替差損が
発生したため、供与実績は
219 万 8 千円に修正した。

・2000 年度：1,949,510 円（実績）
・2001 年度：7,648,000 円（予算）

・左記を確認し、ミニッツに添
付した。

・左記について確認し、ミニッ
ツに添付した。
・なお、C/P の辞職に伴う変更
は以下のとおり。
- 校正システム
・Ricardo Ramirez

（2001/10/5 ～）
・Arnoldo Florencio
異動の内示が出ていたが、取
り消しとなった。
- 検定・検査分野
・Ever Cabrera Herebia

（2002/3/7 ～）

・パラグァイ側の法定計量部及
びプロジェクトへの予算措置
を確認し、ミニッツに添付し
た。プロジェクトの技術移転
の進展により、検定・検査料
収入を自己収入にできるた
め、十分な予算が確保できる
見込みがあることを確認した。

・2000 年度：1,106,262 円
既存施設の校正室、検定・検
査室の改修のため。

・C/P の技術力の評価シートを
利用し、専門家によってモニ
タリングが行われている。
・2001 年 12 月に実施したモニ

調査項目
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対処方針

(3)評価5 項目による
中間評価の実施
妥当性、有効性、効
率性、インパクト、
自立発展性

3 今後の投入計画の
策定

(ア)専門家派遣

a 長期

b 短期

(イ)研修員受入れ

(ウ)機材供与

調査／協議結果現状及び問題点

・現地サイドの主導による定期
モニタリング・評価がプロ
ジェクト後半期から実施され
ており、モニタリング・評価
計画書及びモニタリング調書
がプロジェクトにて作成され
ている。
・PDMの指標に沿って、各成果
の達成状況について、プロ
ジェクトにより取りまとめ作
業が行われている。

・プロジェクトから、2002 年度
実行計画として以下の要望が
出されている。現在、内部で
検討中である。

・チーフアドバイザー
青木　信也(2000/6/5-2003/6/4)
・業務調整員
人選中 (2002/5 中旬 -2003/5 下旬)
・検定・検査
人選中 (2002/5/10-2003/6/4)
・質量標準
矢野　省三(2000/9/7-2003/6/4)

(2002 年度計画（要望））
・国際勧告 R76-1
未定 (2002/10 上旬 -2002/11 中旬)
・分銅の体積測定とその不確かさ
未定 (2002/8 下旬 -2002/9 下旬）

(2002 年度計画（要望））
・Calibration, Verification and
Inspection
Ricardo Ramirez

(2002/10-2002/11)

(2002 年度計画）
・検定・検査車（小型・中型はか

に添付する。

・左記のフォーマット及び内容
につき、パラグァイと協議
し、結果をミニッツに添付す
る。

・各成果の達成状況を確認し、
結果をミニッツに記載する。

・パラグァイ側に対し、投入計
画の人数、金額等について
は、最終的には今次調査の結
果を踏まえ、予算の範囲内で
確定する旨説明し、理解を得
るとともに計画案(APO、
ATCP、ATSI)を協議し、結果
をミニッツに記載する。

・左記について、プロジェクト
実施体制及び今後の活動計画
の検討を踏まえ、パラグァイ
側と協議し、結果をミニッツ
に記載する。

・左記実績及び計画について、
パラグァイ側と確認し、要す
ればミニッツに記載する。

・左記実績及び計画について、
パラグァイ側と確認し、要す
ればミニッツに記載する。
・研修員を受け入れる際には、
集団研修（法定計量コース）
への参加とすることを提案し
理解を得る。

・左記の要請については、予算
の制約上、対応不可と伝え理

タリングの評価シートをミ
ニッツに添付した。

・評価5項目による評価を取り
まとめ、ミニッツに添付し
た。

・左記について確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記について確認し、ミニッ
ツに記載した。
・なお、新規派遣の専門家の人
選は以下のとおり決定した。
- 業務調整員
上野　貞信
- 検定・検査
山田　敏夫

・左記の計画のうち、国際勧告
R76-1 を指導する短期専門家
のみを派遣することとし、ミ
ニッツに記載した。

・専門家とともに技術移転の進
捗状況を考慮したうえで、研
修員の受入れを考える。

・左記について説明し、パラ
グァイ側の理解を得た。

調査項目
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対処方針

(エ)技術交換

4 プロジェクト運営
上の特記事項及び
今後の課題等

(1)INTN の今後の組
織運営方針

(2)合同調整委員会

(3)広報

(4)パラグァイ及び
INTN に対するそ
の他の協力

調査／協議結果現状及び問題点

り用）　　　296 万 9 千円

(2002 年度計画）
・ウルグァイ（LATU ほか）
(2002/11 に 2 日間程度)
・ブラジル(INMETRO ほか)
(2003/2 に 3 週間程度)

・特に INTN の予算体制につい
て確認する。

・合同調整委員会のメンバー
に、商工省、企画庁、産業界
関係者の代表を含めることを
合意している。

(2002 年度実行計画）
・広報用ビデオ作成
・はかり（分銅）事業者向けパン
フレット作成
・はかりユーザー対象説明会
8回開催予定（うち地方で2回
開催）
・短期専門家（国際勧告R76-1）
によるセミナー開催

・現在プロジェクトで取りまと
めている。

解を得る。

・ブラジルを2回とし、技術交
換の際に国際比較の実績を残
すよう提案する。

・左記について変更ないことを
確認し、合同調整委員会を本
調査団のミニッツ署名・交換
にあわせて開催し、意見交換
を行う。

・実績について、取りまとめた
結果をミニッツに添付する。

・OIML のレポートにパラグァ
イを紹介するよう提案する。

・左記について提案したが、国
際比較をするレベルに至って
いない旨、専門家から説明が
あった。このため、当初の計
画どおり、ウルグァイ、ブラ
ジルに各1回派遣することと
した。

・左記について確認し、ミニッ
ツに添付した。

・左記について確認した。また、
合同調整委員会をミニッツの
署名・交換とあわせて開催し
た。

・左記について確認し、ミニッ
ツに記載した。

・左記についてパラグァイ側に
提案したところ、2002 年度の
活動に含める旨同意を得た。

・左記について確認し、ミニッ
ツに添付した。

調査項目
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第 4 章　調査団所見

４－１　パラグァイ政府の政策及び裨益グループ

パラグァイでは 2001 年 3 月、経済社会戦略計画が大統領令として公布され、このなかで輸出の

振興が最重要政策のひとつに揚げられている。輸出品の国際競争力を強化するためには国家品質

制度の確立が不可欠であるとされ、そのための施策として INTN の強化が同戦略計画に盛り込ま

れている。援助窓口機関である企画庁、INTN を所管する商工省も本プロジェクトの重要性を強調

し、高い期待感がうかがえた。また、視察した大豆の輸出にかかわる船積み施設会社、輸出企業

団体からも同様の声が聞かれ、本プロジェクトが同国の開発ニーズと合致していることを改めて

確認することができた。

４－２　ローカルコスト負担

INTN においても、院長以下プロジェクトの重要性については当然ながら十分に認識しており、

これまでのところプロジェクトのローカルコストは主にトラックスケールの検査手数料から成る

自己収入から不足なく支出されている。自己収入は今後増加すると見込まれており、ローカルコ

ストはおおむね確保されると予想される。また、カウンターパートにも比較的優秀な技術者を配

置しており、本プロジェクトへの積極的な取り組みは評価できるものと考える。

４－３　カウンターパートの辞職

2002 年 2 月にカウンターパートの一人が突然辞任した。彼は専門家からの評価も高く、2001 年

には日本での研修も受けていたが、この辞任によりこれまでの技術移転の成果が大きく後退して

しまったと言わざるを得ない。今回の協議ではこの問題を大きな議題として取り上げ、防止策と

して少なくともプロジェクト期間中は INTN を辞めないとの誓約書をカウンターパートからとる

ことを確認した。また、残りのプロジェクト期間が長くないなかで、技術移転の時間をとり、給

与面でのインセンティブを高めるための方法として、検定・検査作業を時間外に超勤として行う

ことを検討しているとのことであった。これらの対策が有効に機能し、2003 年 5 月のプロジェク

ト終了までに、今回の出来事のダメージができるだけ挽回されることを期待する。

４－４　総　括

他のプロジェクトをみると、カウンターパートとなる実施機関があげた自己収入はいったん国

庫に納入され、実施機関への再配布は厳しく制限され、実際にはプロジェクトへ全く還元されな

いケースが多い。これに対して INTN では、自己収入が INTN の銀行口座で管理されており、そ

の支出には大蔵省の認可が必要となるものの、ある程度の裁量権が確保されているといえる。こ



─ 13 ─

のことは、自己収入を獲得するうえでのインセンティブとなり、本プロジェクトのローカルコス

トが自己収入を財源としていることを考えると、協力期間中のローカルコスト確保を容易にする

だけでなく、終了後の自立発展にも財政面から貢献するものとして評価したい。





付　属　資　料

１．調査団員報告

法定計量（根田団員）

検定・検査（山田団員）

２．ミニッツ
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